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研究成果の概要： 

(1) 空間データ基盤を整備し、GISを用いて、これらのデータを空間データ基盤に重ね合わせ

た。 

(2) アクセシビリティ測度を用いた都市構造の分析や消費面における集積の経済の推定を行っ

た。 

(3) 都市集積及び商業集積を分析する理論的フレームワークを開発した。  

(4) 公共交通の整備、土地利用に関する政策評価を行った。また、交通投資の評価を実際に行

う際に用いられている手法について、問題点を整理し、改善の提案を行った。 
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2007年度 4,100,000 1,230,000 5,330,000 
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  年度    

総 計 12,600,000 3,780,000 16,380,000 
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１．研究開始当初の背景 
 
 中心市街地問題のような都市内構造に関

わる政策課題についての経済学的分析は未

発達な状況である。特に、実証的基礎と経済

理論的基礎の双方をもつ研究は皆無といっ

てよい。欧米諸国においても、若干の研究は

あるが、状況はそれほど変わらない。この分

野の先行研究として目立つのは、Harvard大

学のGlaeser教授による研究であるが、地理

情報システムの本格的な利用、実証分析にお

ける計量経済学的手法の精緻化、集積の経済

に関する理論的な基礎の３つの点について、

課題が残されている。 

 本研究の特色は以下の点にある。 

(1) 都市構造の解析を行うには詳細な空間

データが必要になる。これまでは、市町村レ

ベルより詳細なデータの利用は、データの購
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入費用とデータベース整備費用の関係で困

難であったが、東京大学空間情報科学研究セ

ンター（以下、CSISと呼ぶ）で空間データの

収集・整備を行っており、それを利用するこ

とによって、都市圏内の空間構造の詳細な分

析が可能になる。利用するデータとしては、

国勢調査、事業所統計等のメッシュデータ、

町丁目データである。 

(2) 空間データを視覚化したり、空間的近接

性の情報を元に既存データを組み合わせて

新しいより有効なデータを作るために、GIS

（地理情報システム）の利用が有効である。

この点については、CSISで整備されている

GISソフトウエアの活用を行う。 

(3) 中心市街地の商業集積や郊外大規模店

舗の商業集積などにともなって集積の経済

が発生していると思われる。しかしながら、

この集積の経済が市場の失敗をもたらす外

部経済であるかどうか、そうであれば、その

大きさはどの程度であるのかについては、知

られていない。これらについての理論的実証

的研究は都市経済学における重要な貢献に

なる。 

(4) 中心市街地活性化問題は大店法の廃止

にともなって大きな政治問題になった経緯

があり、その後、郊外大規模店舗の出店が中

心市街地の衰退を招いているという議論か

ら、現時点の政治的な焦点のひとつになって

いる。政治的な注目を集めている問題につい

ては、とりわけ冷静な政策分析と政策評価が

必要であるが、現状では分析のための枠組み

さえできていない段階である。本研究の主要

な目的は、中心市街地活性化政策の分析・評

価の枠組みを提供することによって、都市政

策の改善に寄与することである。 
 
２．研究の目的 
 
 中小都市の中心市街地の多くは３つの大き
な問題を抱えている。第一に、中心商業地が

衰退し、閉鎖店舗の増加や売上高の減少がみ

られる。第二に、商業機能以外の都市機能も

低下している。役所、病院、福祉施設等の広

域施設が郊外に移転しているケースが多く、

各種事業所及び雇用者数が減少している。第

三に、居住者も郊外に移転しており、中心部

の居住人口も減少している。 

 中心市街地問題はモータリゼーションの進

展にともなう都市機能郊外化の一つの帰結で

あり、公共交通機関を機軸とする都市構造か

ら自家用車に依存する都市構造に移行してき

たことをが背景にある。したがって、中心市

街地問題の理解と処方箋の検討のためには、

公共交通機関の維持可能性も含めた幅広い都

市内構造の分析が必要である。 

 本研究においては、具体的な都市の空間デ

ータを用いながら、以下の３つの点について

の研究を行う。 

(1) 中心市街地問題の現状を把握し、それら

の原因を分析する。 

(2) 中心市街地問題に関わる市場の失敗の定

量的分析を行う。 

(3) 大規模店の郊外立地規制や中心市街地振

興施策等の具体的な政策のインパクトを予測

し、それらの評価を行う。 

 また、中心市街地問題は都市内の商業集積

に関わる問題であり、最近の空間経済学にお

ける集積の経済の理論的研究と密接に関係し

ている。しかしながら、これまでのところ、

既存研究では都市圏全体の集積の経済を考え

ることがほとんどであり、もっとミクロの見

地から都市内における集積を具体的に分析す

ることはなかった。したがって、都市圏全体

に関する理論モデルを中心市街地における集

積にそのまま適用出来るかについても未解決

である。本研究では、以下の理論的な検討も

行う。 

(4) 中心市街地における商業集積や、郊外大

規模店舗における商業集積を分析する理論的

フレームワークを開発する。 

 
３．研究の方法 
 
(1) 都市圏内空間データの整備 

 メッシュデータ及び町丁目データの整備を

中心に都市圏内空間データの整備を行う。国

勢調査、事業所統計調査、商業統計表、工業

統計表、住宅・土地統計調査等が主要なもの

である。 

(2) GIS基盤の整備 

 国土地理院が整備している空間データ基盤

（数値地図）等を用いて、各都市圏別の空間

データ基盤を構築する。GIS（地理情報システ

ム）を用いて、上の(1)で整備する社会経済デ

ータをこの空間データ基盤に重ね合わせて、

その解析と視覚化を行う。また、近接性等の

空間的特性を考慮して既存データを組み合わ

せ、分析に用いるのに適切なデータの作成も

行う。 

(3) 都市構造の変化に関する分析 

 データ整備を行った都市圏について、中心

市街地の推移、郊外大規模店の出店状況とそ

の影響、雇用と住居の郊外化の進展、道路及

び公共交通機関の整備と利用状況の推移等

に着目して、都市構造の変化とその原因を分

析する。 



 

 

(4) 都市内集積に関する理論的分析 

 都市集積に関する空間経済学の研究成果

を生かしながら、中心市街地の商業集積や郊

外大規模店舗の商業集積にともなう集積の

経済を分析するための理論的枠組を構築す

る。 

(5) 政策代替案評価の枠組み構築 

 政策代替案を評価するための枠組みを構

築する。 

 

４．研究成果 
 
(1) 都市圏内空間データの整備 
 国勢調査，事業所統計調査，商業統計等の
メッシュデータや町丁目データの整備を行
い，GIS（地理情報システム）を用いて，こ
れらのデータを空間データ基盤に重ね合わ
せる作業を行った．また，2005年国勢調査に
基づく都市圏定義を検討し、都市圏データの
整備を行った。 
(2) GIS基盤の整備 
 商業統計メッシュの空間データの分析の
ためのGIS基盤を拡充した。マンション価格
データをヘドニック分析に用いることがで
きるようにした。 
(3) 都市構造に関する実証分析 
 家賃と地価のデータを用いて消費面にお
ける集積の経済を推定した。不動産価格は立
地点によって大きく異なるので、どの地点の
価格をとるかによって集積の経済の推定結
果が大きく異なる。先行研究では商業地の平
均地価を用いているが、大都市圏の商業地価
は極めて高いのでバイアスが発生している
可能性がある。本研究では、市町村別通勤時
間のデータを用いることによってこの点の
修正を行うというアプローチをとった。 
 産業間の相互連関を実証的に分析し、特定
産業の特定地域への集中による集積の経済
効果を分析した。 
 アクセシビリティ測度を用いた都市構造
の分析や通勤における公共交通と自家用車
の分担に関する実証的研究を行った。 
(4) 都市集積及び商業集積を分析する理論
的フレームワークの開発 
 空間経済学の研究成果を生かしながら、地
域特化と都市ヒエラルキー、交通技術と都市
集積、店舗間の空間的競争など、都市集積の
様々な側面に関する理論的分析を行った。さ
らに、空間競争の理論をもとにして、大都市
圏においてエッジシティが生まれるメカニ
ズムについての分析、所得分配と住宅土地利
用に関する分析、不動産情報の独占に関する
経済学的な分析を行った。 
 また、セカンドベスト経済において、ヘン
リー・ジョージ定理がどういう方向に修正さ
れるかについての研究も行った。 

(5) 政策評価 
 公共交通の整備、土地利用に関する政策評
価を行った。また、郊外店舗出店規制等の政
策代替案を評価するために有望なロジット
モデルを用いる手法について、それを費用便
益分析において用いることの理論的基礎を
研究し、パラメータの推定等において評価結
果のバイアスを避けるためにはどうすれば
よいかを分析し、改善の提案を行った。 
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